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第１編 平成 17 年大阪市産業連関表による大阪市経済の分析 
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第１章 大阪市の産業連関表の概要 

 

１．産業連関表とは何か 

 

 地域経済を構成する各産業は、域内・域外の産業と相互に結び付き合いながら、財・サービス

を生産している。産業連関表とは、こうした相互関係を商品×商品のマトリックス形式で表した

ものである。産業連関表は、各産業部門において 1 年間に行われた全ての財・サービスの生産及

び販売の実態を記録したものであり、市民経済計算体系における市民所得では対象にならない中

間生産物についても、各産業部門にその取引の実態が詳細に記録されていることが大きな特徴と

なっている。 

 産業連関表は、この中間生産物をそのまま読みとることによって、表作成年次の産業構造や産

業部門間の相互依存関係など大阪市経済の構造を全体的に把握・分析することができる。例えば、

産業連関表を列方向（縦方向）にみると、各財・サービスの生産にあたって、原材料・労働など

の生産要素を投入（Input）した費用構成が示されている。また、行方向（横方向）をみると、生

産された各財・サービスの産出（Output）の販路構成が示されている。 

 

 それでは、今ここで、平成 17 年大阪市産業連関表（生産者価格表、13 部門）をもとにして、

大阪市の経済を簡単に見ていくことにする。なお、産業連関表は通例としてＣＹ（Calendar Year）

が対象であり、本表が捕捉した経済活動は、平成 17年 1月 1日～平成 17年 12月 31日が対象と

なっている。 

 

 平成 17年大阪市産業連関表の全体像をみると、平成 17年の 1年間に本市内における経済活動

が生み出した、財・サービスの額は、全体で 35兆 573億円である。 

 これは、同一期間における我が国の生産額（972兆 146億円）の約 3.7%、大阪府の生産額（68

兆 8,905億円）の約 51.6%に相当する。 

 

 この平成 17年大阪市産業連関表をもとに、本市経済の取引構造を次頁に分かり易く示した。 

 経済の規模と循環によると、本市内における平成 17年の「総需要額」は、44兆 4,508億円で、

このうち 13 兆 8,211 億円が「中間需要」として本市内の各産業部門内で原材料として消費され、

30兆 6,297億円が「最終需要」として消費、投資、移輸出にあてられている。 

 一方、この需要を満たすために必要な「総供給額」（＝「総需要額」）のうち、35兆 573億円は

本市内の経済活動で生産され、不足分の 9兆 3,935億円は移輸入によって賄われている。 

 本市内で生産される 35兆 573億円のうち、13兆 8,211億円は「中間投入」で、本市内におけ

る生産のために必要な原材料として産業内部で使用され、残りの 21 兆 2,362 億円が雇用者所得、

営業余剰などの「粗付加価値」となっている。 
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図 大阪市経済の規模と循環 
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 需要と供給に関して、より分かり易く、図示すると次頁のとおりである。 

 まず、供給面からみると、総生産額、すなわち平成 17年の 1年間に市内で生み出された財貨・

サービスは 35兆 573億円（総供給額の 78.9%）である。 

 次に、需要面をみると総需要額は 44兆 4,508億円（総供給額と一致）であり、その中で市内総

需要は 26兆 4,213億円（総需要の 59.4%）となっている。 
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図 産業連関表から見た大阪市の需要・供給構造 
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次に実際の平成 17 年大阪市産業連関表（生産者価格表、13 部門）を示す。総数については前

述しているので、ここでは個別産業についての例示を用いつつ産業連関表の理解の一助としたい。 
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産業連関表のタテ方向は、どの部門の財・サービスをどれだけ投入したかを示している。 

 例えば、農林水産業では、アウトプットとして 62億円の財を生産しているが、それに当たり製

造業部門から 8 億円、商業部門から 2 億円、雇用者所得を 21 億円（雇用者に対する賃金支払い

等）等、いくつかの部門の財・サービスを投入していることが分かる。タテ方向を見ることによ

り、各部門が自財・サービスを生産するにあたり、どの部門の財・サービスをどれだけ投入して

いるかが分かる。 

 

 産業連関表のヨコ方向は、どの部門にどれだけ財・サービスの需要があったかを示している。 

 たとえば建設部門は、製造業が 142億円、電力・ガス・水道が 275億円、不動産が 1,527億円

等、いくつかの部門から需要のあったことが分かる。ヨコ方向を見ることにより、各部門の財・

サービスに対してどの部門からどれだけの需要があったかが分かる。 

 

 前頁の産業連関表から、大阪市の経済の特徴を簡単に述べる。 

 まず、域内生産額に関しては、商業部門（域内生産額の 25.6%）とサービス部門（同 24.8%）

が上位 2 部門となっており、この 2 部門のみで域内生産額の過半数を占めていることは、第三次

産業が中心である大阪市経済の実態を示している。 

 内生部門計（行和）は、その産業が他の産業に中間財供給した財やサービスを表している。大

阪市の場合、内生部門計（行和）が大きな部門を順に並べると、製造業、サービス、金融・保険、

通信・放送、商業の順になる。 

 また、内生部門計（列和）は、その産業が他の産業から中間財として購入した財やサービスを

表しており、大阪市の場合、内生部門計（列和）が大きな部門を順に並べると、サービス、商業、

製造業、通信・放送、金融・保険の順になる。製造業は市内生産額で見てサービスや商業よりも

小さい規模だが、内生部門（行和）ではサービスや商業よりも大きい規模となっており、中間財

としての位置づけが強いと言える。またサービス業は市内生産額で商業と並び最大規模となって

いるが、内生部門でも列和では１位となるなど、その規模は大きく、中間財としても重要な役割

を担っていることがわかる。 

 

表 13 部門表にみられる平成 17 年大阪市経済の特徴 

89,714 25.6% 33,944 24.6% 34,984 25.3% 93,438 30.5% -5,468 71.8%

86,881 24.8% 30,328 21.9% 28,905 20.9% 66,463 21.7% -561 7.4%

38,739 11.1% 19,056 13.8% 22,688 16.4% 55,012 18.0% -506 6.6%

31,426 9.0% 17,077 12.4% 12,864 9.3% 27,447 9.0% -453 6.0%

31,391 9.0% 9,502 6.9% 10,314 7.5% 19,292 6.3% -201 2.6%

商業 サービス製造業 商業 製造業
市内生産額 内生部門計（列和）内生部門計（行和） 最終需要計 輸入

1位

2位

3位

4位

5位

商業サービス サービス サービス

製造業 製造業金融・保険 製造業 鉱業

サービス

通信・放送通信・放送 不動産 運輸

不動産 金融・保険商業 通信・放送 農林水産業

通信・放送
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２．産業連関表をどう使うか 

 

 産業連関表の各種係数を用いて産業連関分析を行うことにより、経済の将来予測や経済政策の

効果測定・分析等が可能となり、経済政策を行う上で重要な基礎資料として利用されている。 

 

 大阪市産業連関表の主な利用方法として、次のようなことが考えられる。 

 

１）大阪市産業構造の分析 

 産業連関表には、各財・サービスの市内生産額、需要先別販売額（中間需要額、消費額、投資

額、移輸出額）および費用構成（中間投入額、労働費用、減価償却費等）が、産業部門ごとに詳

細に記述されている。これらの計数により、例えば、産業別投入構造や雇用者所得比率、各最終

需要項目の商品構成や商品別の移輸入比率など産業構造の特徴を読みとることができる。 

 

２）大阪市経済の予測 

 産業連関表から投入係数、逆行列係数などの各種係数が計算されるが、これらの係数により、

投資や移輸出の増加といった最終需要の変化が、各財・サービスの生産や移輸入に究極的にどの

ような影響を及ぼすかを明らかにすることができる。これは、経済に関する各種計画や見通しの

作成の際に広く用いられる方法である。 

 

３）大阪市における経済政策の効果測定 

 経済の予測と同様に、最終需要と各財・サービスの生産水準との関係を利用して、特定の経済

政策が各産業部門にどのような影響をもたらすかを分析することができる。具体的には財政支出

の波及効果の測定、公共投資の経済効果の測定等が挙げられる。 

 


